


Ⅰ　基本的事項（つづき）

５　繰上償還希望額等

補償金免除額

注　「旧資金運用部資金」の「補償金免除額」欄は、各地方公共団体の「繰上償還希望額」欄の額に対応する額として、計画提出前の一定基準

　日の金利動向に応じて算出された予定額であり、各地方公共団体の所在地を管轄とする財務省財務局・財務事務所に予め相談・調整の上、確

　認した補償金免除(見込)額を記入すること。

６　平成１９年度末における年利５％以上の地方債現在高の状況

【旧資金運用部資金】

【旧簡易生命保険資金】

【公営企業金融公庫資金】

注１　地方債計画の区分ごとに記入すること。

　２　必要に応じて行を追加して記入すること。
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年利５％以上６％未満
(平成21年度末残高）
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(単位：千円)
年利５％以上６％未満
(平成20年度9月期残高)

年利６％以上７％未満
(平成20年度9月期残高)

年利７％以上
(平成19年度末残高)

合　　計

0 0 0

公営企業で負担するもの (A)-(B) 0 20,116 67,515

合　　　計　　　　 (B) 0 0 0

公営企業で負担するもの (A)-(B) 0 0 0

9,373

合　　　計　　　　 (B) 0 0 0

公営企業で負担するもの (A)-(B) 0 0 9,373
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(単位：百万円)

合　　計区　　　分

10公営企業金融公庫資金 10

0旧簡易生命保険資金



Ⅱ　財務状況の分析

区　　分

財 務 上 の 特 徴

課 題 ①維持管理費等サービス供給コストの節減合理化

課 題 ②民間的経営手法等の導入

課 題 ③給与水準・定員管理の適正合理化

課 題 ④

課 題 ⑤

留 意 事 項

注１　「財務上の特徴」欄は、事業環境や地域特性等を踏まえて記載すること。また、経営指標等につ

　　いて経年推移や類似団体との水準比較などを行い、各自工夫の上説明すること。

　２　「経営課題」欄は、料金水準の適正化、資産の有効活用、給与水準・定員管理の適正合理化、維

　　持管理費等サービス供給コストの節減合理化、資本投下の抑制、民間的経営手法等の導入等、団体

　　が認識する経営上の課題について、優先度の高いものから順に記載する。また、経営課題と認識す

　　る理由を類似団体等との比較を交えながら具体的に説明すること。

　３　「留意事項」欄は、「経営課題」で取り上げた項目の他に、経営に当たって補足すべき事項を記

　　載すること。

　４　必要に応じて行を追加して記入すること。

経 営 課 題

内　　　　容

　本町は、昭和40年代に臨海部を埋め立てて人工島が造成され、その地
へ給水するために施設を拡張しました。また、昭和50年代以降の人口急
増期に対応するために昭和50年、昭和57年、平成7年にそれぞれ事業認
可を変更し施設を拡大するとともに給水人口、水道料金収入の大幅な増
加を得てきました。
　しかし、景気低迷期以降、個人・企業ともに節水意識の高揚と節水型
機器の普及により、近年、水道料金収入は減少し続けています。
　また、人口増加も停滞若しくは減少する中で結果的に過大となった施
設の更新・維持費用の捻出が今後必要となり、水道事業の経営環境は一
層厳しくなることが見込まれます。

　「播磨町行政改革集中改革プラン」に沿って、水道事業の給与水準・
定員管理を適正化する。

　最も維持管理経費を必要とする浄水場の委託方法について、先進的事
業体の事例を参考に、更なる民間的経営手法を導入する余地がある。

　人口急増期のように大量の水道水を供給する必要がなくなった状況を
踏まえると、従来の施設運営方法では効率が悪く無駄が生じている過程
がある。


















